
（財）財務会計基準機構会員  
 

平成１７年３月期      個別財務諸表の概要        平成 17 年 5 月 20 日 
 

上場会社名  藤森工業株式会社 上場取引所    東 

コード番号  ７９１７ 本社所在都道府県 東京都 
 (ＵＲＬ http://www.zacros.co.jp/)  

代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏名 藤 森 明 彦  

問合せ先責任者 役職名 常務取締役管理担当兼経理部長 氏名 飯 島 崇 夫 ＴＥＬ（03）3661-4211 

決算取締役会開催日 平成 17 年 5月 20 日 中間配当制度の有無 有 

配当支払開始予定日 平成 17 年 6月 29 日 定時株主総会開催日 平成 17 年 6月 28 日 

単元株制度採用の有無 有（１単元 100 株）   
 

１．17 年３月期の業績（平成 16年 4 月１日～平成 17 年 3月 31 日） 

 (1) 経営成績                           (記載金額は百万円未満切捨) 

 売上高 営業利益 経常利益 

      百万円 ％    百万円 ％  百万円 ％  

17 年 3 月期 49,861  （11.9） 1,733 （ 0.8） 1,766 （△1.0）

16 年 3 月期 44,552  （10.6） 1,720 （18.9） 1,784 （ 31.7）
 

 当期純利益 
1 株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

1 株 当 た り

当 期 純 利 益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 
売 上 高

経常利益率

 

17 年 3 月期 

16 年 3 月期 

百万円   ％   

900 （△16.0） 

1,071 （ 212.9） 

円 銭 

53.37 

67.66 

円 銭 

― 

― 

％ 

4.3 

5.7 

％  

3.6  

4.1  

％ 

3.5 

4.0 

(注) ① 期中平均株式数 17 年３月期 16,422,083 株 16 年３月期 15,399,007 株 

 ② 会計処理の方法の変更 無      
 ③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 

(2) 配当状況 

 1 株当たり年間配当金 配当金総額 株 主 資 本

  中 間 期  末  （年  間）
配当性向 

配 当 率
 

17 年 3 月期 

16 年 3 月期 

円 銭  

18.00  

18.00  

円 銭 

9.00 

― 

円 銭 

9.00 

18.00 

百万円 

311 

277  

％  

33.7  

26.6  

％ 

1.4 

1.4 

 

(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本
 

17 年 3 月期 

16 年 3 月期 

百万円 

50,697 

47,274 

        百万円 

22,177      

     19,390      

％ 

43.7 

41.0 

 円 銭 

1,280.61 

1,257.30 

(注) ①  期末発行済株式数 17 年３月期 17,299,007 株 16 年３月期 15,399,007 株 

 
 

②  期末自己株式数 17 年３月期 13,753 株 16 年３月期 13,753 株 

２．18 年３月期の業績予想（平成 17 年４月１日～平成 18 年３月 31 日） 

 1 株当たり年間配当金 
売 上 高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末 

中 間 期 

通   期 

百万円 

24,500 

51,500 

百万円 

  650 

1,900 

百万円 

3,100 

3,600 

円 銭  

9.00 

― 

円 銭  

― 

9.00 

円 銭 

― 

18.00 

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期） 208 円 10 銭 
 

※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本

資料発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果とな

る可能性があります。 
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６.個 別 財 務 諸 表 等

（１）貸借対照表

注記
番号

構成比
（％）

構成比
（％）

Ⅰ　流　動　資　産

1. 現金及び預金　 1,516,100 1,309,100

2. 受取手形 5,298,049 1,819,504

3. 売掛金　 ＊3 11,827,093 13,004,902

4. 商品 406,782 424,442

5. 製品 2,106,273 2,075,150

6. 原材料 703,760 1,019,761

7. 仕掛品 1,414,725 1,642,224

8. 貯蔵品 91,619 76,846

9. 前渡金 62,169 43,653

10. 前払費用 108,986 139,064

11. 繰延税金資産 361,043 273,288

12. 未収入金 -              1,005,700

13. その他 554,974 556,190

貸倒引当金 △ 68,200 △ 54,200

流 動 資 産 合 計 24,383,379 51.6 23,335,630 46.0 △ 1,047,749

第74期

（平成16年3月31日）

増　　　減

対前年比

（平成17年3月31日）

第75期

区　　　　　分 金　　 　額　（千円） 金　　 　額　（千円）

（　資　産　の　部　）
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注記
番号

構成比
（％）

構成比
（％）

Ⅱ　固　定　資　産

1. 有 形 固 定 資 産

(1) 建物 11,975,661 16,324,652

減価償却累計額 6,368,592 5,607,068 6,984,755 9,339,897

(2) 構築物 1,120,259 1,009,423

減価償却累計額 851,571 268,688 684,587 324,835

(3) 機械及び装置 20,596,705 21,103,961

減価償却累計額 15,742,393 4,854,311 15,383,564 5,720,397

(4) 車輌運搬具 228,349 227,047

減価償却累計額 180,203 48,145 183,804 43,242

(5) 工具、器具及び備品 2,498,326 2,547,471

減価償却累計額 2,090,726 407,600 1,987,640 559,831

(6) 土　　地 3,615,275 3,889,385

(7) 建設仮勘定 2,818,766 1,604,642

有 形 固 定 資 産 合 計 17,619,856 37.3 21,482,232 42.4 3,862,375

2. 無 形 固 定 資 産

(1) 特許権 411 352

(2) 借地権 14,553 14,553

(3) 商標権 3,789 311

(4) ソフトウェア 30,288 54,422

(5) ソフトウェア仮勘定 -              429,261

(6) その他 6,515 12,077

無 形 固 定 資 産 合 計 55,558 0.1 510,979 1.0 455,421

3. 投 資 そ の 他 の 資 産

(1) 投 資 有 価 証 券 2,277,546 2,558,337

(2) 関係会社株式 1,660,432 1,661,382

(3) 長期貸付金 4,000 3,400

(4) 従業員長期貸付金 8,380 8,270

(5) 関係会社長期貸付金 85,000 140,000

(6) 破産更生債権等 13,700 9,683

(7) 長期前払費用 199,319 142,448

(8) 繰延税金資産 492,700 393,820

(9) 保険積立金 338,573 307,896

(10) その他 158,367 162,206

貸倒引当金 △ 22,020 △ 18,553

投資その他の資産合計 5,215,998 11.0 5,368,891 10.6 152,892

固 定 資 産 合 計 22,891,413 48.4 27,362,102 54.0 4,470,689

47,274,792 100.0 50,697,733 100.0 3,422,940資 産 合 計

区　　　　　分 金　　 　額　（千円） 金　　 　額　（千円）

第74期

（平成16年3月31日） （平成17年3月31日）

増　　　減

第75期 対前年比
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注記
番号

構成比
（％）

構成比
（％）

Ⅰ　流　動　負　債

1. 支払手形 326,370 376,074

2. 買掛金 ＊3 8,940,797 10,199,557

3. 短期借入金 4,600,000 4,600,000

4. １年内返済予定長期借入金 1,462,500 2,900,000

5. 未払金 1,333,282 3,075,474

6. 未払費用 199,894 223,055

7. 未払法人税等 651,778 60,803

8. 前受金 212,051 134,034

9. 預り金 32,256 30,025

10. 賞与引当金 600,000 524,000

11. 設備関係支払手形 2,039,413 58,491

12. 土地売却代金手付金 630,000 630,000

13. その他 13,852 2,858

流 動 負 債 合 計 21,042,196 44.5 22,814,375 45.0 1,772,178

Ⅱ　固　定　負　債

1. 長期借入金 3,900,000 2,900,000

2. 退職給付引当金 2,501,837 2,404,385

3. 役員退職引当金 198,167 157,993

4. その他 241,874 243,843

固 定 負 債 合 計 6,841,878 14.5 5,706,221 11.3 △ 1,135,657

負 債 合 計 27,884,075 59.0 28,520,596 56.3 636,521

Ⅰ　資　本　金 ＊1 3,618,030 7.6 4,723,830 9.3 1,105,800

Ⅱ　資本剰余金

1. 資本準備金 4,672,699 5,778,024

資本剰余金合計 4,672,699 9.9 5,778,024 11.4 1,105,325

Ⅲ　利益剰余金

1. 利益準備金 477,703 477,703

2. 任意積立金

(1) 特別償却準備金 145,581 120,730

(2) 土地圧縮積立金 151,316 154,867

(3) 固定資産圧縮積立金 12,438 6,438

(4) 保険差益圧縮積立金 2,878 1,420

(5) 別途積立金 8,610,000 9,210,000

任 意 積 立 金 合 計 8,922,214 9,493,456

3. 当期未処分利益 1,178,578 1,045,140

利 益 剰 余 金 合 計 10,578,496 22.4 11,016,300 21.7 437,803

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 532,104 1.1 669,594 1.3 137,490

Ⅴ　自己株式 ＊2 △ 10,612 △ 0.0 △ 10,612 △ 0.0 -            

資 本 合 計 19,390,717 41.0 22,177,136 43.7 2,786,419

47,274,792 100.0 50,697,733 100.0 3,422,940

区　　  　　分 金　　 　額　（千円）金　　 　額　（千円）

第75期

（平成17年3月31日）

第74期

（平成16年3月31日）

対前年比

増　　　減

（  負　債　の　部  ）

（  資　本　の　部  ）

負 債 資 本 合 計
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注記
番号

百分比
 (％）

百分比
 (％）

Ⅰ

1. 製品売上高 36,835,838 41,008,661

2. 商品売上高 7,716,327 44,552,166 100.0 8,852,395 49,861,056 100.0 5,308,890

Ⅱ　

1. 製品期首たな卸高 2,071,896 2,106,273

2. 商品期首たな卸高 314,342 406,782

3. 当期製品製造原価 28,886,363 31,418,705

4. 当期製品仕入高 1,299,018 2,526,792

5. 当期商品仕入高 6,955,987 7,976,900

合 計 39,527,609 44,435,454

6. 他勘定振替高 ＊2 20,437 106,062

7. 製品期末たな卸高 2,106,273 2,075,150

8. 商品期末たな卸高 406,782 36,994,115 83.0 424,442 41,829,798 83.9 4,835,682

7,558,050 17.0 8,031,258 16.1 473,207

Ⅲ　 ＊3 5,837,719 13.1 6,297,329 12.6 459,610

1,720,331 3.9 1,733,928 3.5 13,597

Ⅳ

1. 受取利息 3,043 4,951

2. 受取配当金 ＊1 62,511 63,194

3. 仕入割引 21,968         26,611

4. 為替差益 -              9,573

5. 生命保険金及び配当金 83,876 47,504

6. 賃貸収入 ＊1 85,200 126,423

7. ロイヤリティ収入 37,576 24,640

8. その他 13,260 307,437 0.7 33,279 336,180 0.6 28,742

Ⅴ

1. 支払利息 90,844 93,141

2. 新株発行費 -              34,966

3. 賃貸用資産減価償却費 75,494 103,968

4. 上場関連費用 21,099 -              

5. 為替差損 39,868 -              

6. クレーム補償費用 -              22,165

7. その他 15,775 243,081 0.5 48,936 303,178 0.6 60,096

1,784,686 4.0 1,766,930 3.5 △ 17,756

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

自平成16年4月 1日
至平成17年3月31日

　金　　　額　　(　千　円　）

自平成15年4月 1日
至平成16年3月31日

区　　　　　　　分

（２）損益計算書

　金　　　額　　(　千　円　）

第75期第74期
対前年比

増　　減
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注記
番号

百分比
 (％）

百分比
 (％）

Ⅵ

1. 貸倒引当金戻入益 38,329 14,280

2. 保険差益 -              38,329 0.1 1,844 16,124 0.0 △ 22,204

Ⅶ　

1. 固定資産除却損 ＊5 53,969 236,568

2. 固定資産売却損 ＊6 4,714 41,116

3. 商品評価損 -              53,099

4. 会員権評価損 ＊7 340 600

5. 委託契約解約補償金 4,000 63,024 0.1 -              331,383 0.6 268,359

税引前当期純利益 1,759,992 4.0 1,451,671 2.9 △ 308,321

法人税、住民税及び事業税 894,786 459,185

法人税等調整額 △ 206,190 688,595 1.5 92,308 551,494 1.1 △ 137,101

当期純利益 1,071,396 2.4 900,176 1.8 △ 171,219

前期繰越利益 107,182 300,654 193,472

中間配当額 -              155,691 155,691

当期未処分利益 1,178,578 1,045,140 △ 133,438

特 別 利 益

特 別 損 失

第75期

至平成16年3月31日 至平成17年3月31日
自平成15年4月 1日 自平成16年4月 1日 対前年比

第74期

区　　　　　　　分 　金　　　額　　(　千　円　） 　金　　　額　　(　千　円　） 増　　減
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（３）利益処分案

Ⅰ 当期未処分利益 1,178,578 1,045,140 △ 133,438

Ⅱ 任意積立金取崩高

1. 特別償却準備金取崩高 31,244 31,644

2. 固定資産圧縮積立金取崩高 5,999 686

3. 保険差益圧縮積立金取崩高 1,458 38,702 95 32,427 △ 6,275

合                計 1,217,280 1,077,567 △ 139,713

Ⅲ 利益処分額

1. 配当金 277,182 155,691

2. 役員賞与金 29,500 23,800

　（うち監査役賞与金） (2,200) (2,200)

3. 任意積立金

(1) 特別償却準備金 6,393 3,383

(2) 土地圧縮積立金 3,551 -                      

(3) 別途積立金 600,000 916,626 600,000 782,874 △ 133,751

Ⅳ 次期繰越利益 300,654 294,692 △ 5,961

（注）　1株当たり配当金の内訳

　普通株式

　（内訳）

普通配当

記念配当

第74期 第75期

（平成１7年３月期）
対前年比

（平成１6年３月期）

年　　　間 中　　　間 期　　　末年　　　　間

（平成１7年３月期）（平成１6年３月期）

 0　　　　　00

 0　　　　　00

円　　　　　銭

18　　　　　00

　円　　　　　銭

　18　　　　　00

　18　　　　　00

円　　　　　銭

　9　　　　　00

　9　　　　　00

円　　　　銭

  9　　　　00

  9　　　　00

18　　　　　00

　0　　　　00

14　　　　　00

　4　  　　　00 　　0　　　　　00 　0　　　　　00

14　　　　　00

　4　　　　　00

 0　　　　　00

　円　　　　　銭　

中　　　　間

　円　　　　　銭　

期　　　　末

区    　　　　　　　　　　　　  分
注記
番号

増　　　　減金　　　　額　　　(　千　円　） 金　　　　額　　　(　千　円　）
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重要な会計方針

１． 有価証券の評価基準及び （１）子会社株式 及び関連会社株式 （１）子会社株式及び関連会社株式

評価方法 　移動平均法による原価法

（２）その他有価証券 （２）その他有価証券

   時価のあるもの    時価のあるもの

　期末決算日の市場価格等に基づく時
価法（評価差額は全部資本直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法により
算定）

  時価のないもの   時価のないもの

　移動平均法による原価法

２． デリバティブ等の評価基準 　デリバティブ

及び評価方法 時価法

３． たな卸資産の評価基準及び 商品・・・・・・移動平均法による原価法   商品・・・・・・同左

評価方法 製品・・・・・・同上   製品・・・・・・同左

原材料・・・・同上   原材料・・・・同左

仕掛品・・・・同上   仕掛品・・・・同左

貯蔵品・・・・同上   貯蔵品・・・・同左

４． 固定資産の減価償却の方法 （１）有形固定資産 （１）有形固定資産

　定率法。
　ただし、沼田事業所の建物（附属設備
を除く）及び平成10年4月1日以降に取
得した建物（附属設備を除く）について
は、定額法を採用しております。なお、
主な耐用年数は、以下のとおりです。

　建物　　　　　　　　　　３～41年

　機械及び装置　　　　４～17年

（２）無形固定資産 （２）無形固定資産

　ソフトウエア（自社利用）については、
社内における利用可能期間（５年）に基
づく定額法、それ以外のものについて
は定額法によっております。

（３）長期前払費用 （３）長期前払費用

　定額法

５． 繰延資産の処理方法 新株発行費 新株発行費

　支出時に全額費用として処理しており
ます。

６． 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

第75期

自 平成16年4月 1日

至 平成17年3月31日

　デリバティブ

項                目

第74期

自 平成15年4月 1日

至 平成16年3月31日

同左

同左

同左

同左

同左

同左

同左

　外貨建金銭債権債務は、期末決算日
の直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は損益として処理しておりま
す。

同左
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７． 引当金の計上基準 （１）貸倒引当金 （１）貸倒引当金

　売上債権等の貸倒れによる損失に備
えるため、一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

（２）賞与引当金 （２）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出
に充てるため、支給見込額に基づき計
上しております。

（３）退職給付引当金 （３）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当
事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき計上して
おります。なお、数理計算上の差異は、
各事業年度の発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（8年）による定額法により按分した額
をそれぞれ発生の翌事業年度から費用
処理することとしております。また、過去
勤務債務は、その発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（８
年）による定額法により費用処理してお
ります。

（４）  役員退職引当金 （４）  役員退職引当金

　役員の退職金支給に備えるため、内
規に基づき計算した期末要支給額を計
上しております。

８． リース取引の処理方法

９． ヘッジ会計の方法 （１）ヘッジ会計の方法 （１）ヘッジ会計の方法

　主として繰延ヘッジ処理によっており
ます。なお、特例処理の要件を満たして
いる場合は特例処理を採用しておりま
す

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 （２）ヘッジ手段とヘッジ対象

      ヘッジ手段       ヘッジ対象

     金利スワップ    借入金の利息

（３）ヘッジ方針 （３）ヘッジ方針

　当社は、堅実経営の精神に則り、資
金コストを削減するため、長期借入金の
利払いに関連した金利変動リスクをヘッ
ジしております。

（４）ヘッジ有効性評価の方法 （４）ヘッジ有効性評価の方法

　特例処理によっているため、有効性の
評価を省略しております。

10． その他財務諸表作成のため （１）消費税等の会計処理 （１）消費税等の会計処理

の基本となる重要な事項

同左

同左

同左

　リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナンス・
リース取引については、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計処理に
よっております。

同左

同左

同左

同左

項                目

第74期 第75期

自 平成15年4月 1日 自 平成16年4月 1日

至 平成16年3月31日 至 平成17年3月31日

同左

同左

同左　消費税等の会計処理は、税抜方式に
よっております。
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表示方法の変更

（貸借対照表） （貸借対照表）

1． 　前期まで流動資産の 「その他」 に含めて表示しておりま
した 「未収入金」 は、当期において、資産の総額の100分
の1を超えたため区分掲記しました。

　なお、前期末の 「未収入金」 は173,582千円であります。

第74期

自   平成15年4月  1日

至   平成16年3月31日

第75期

自   平成16年4月  1日

至   平成17年3月31日

 

 

 

 

追加情報

（生産拠点の移転） （生産拠点の移転）

　平成15年3月28日開催の取締役会（当社）において、包
装事業の生産拠点である川崎事業所の機能を移転し、新
事業所を建設することを決議いたしました。また、平成15年
6月19日開催の取締役会（当社）において、建設計画の概
要について決議いたしました。
　なお、完成及び移転は、平成16年６月以降を予定してい
ます。

　平成15年3月28日開催の取締役会において、当社の包
装事業の生産拠点である川崎事業所の機能を移転し、新
事業所を建設することを決議いたしました。
　なお、移転に伴い川崎事業所の土地は、平成17年9月に
売却の予定であります。

　また、当該概要は、4.連結財務諸表等の追加情報に記載
のとおりであります。

　なお、当該移転の概要は、4.連結財務諸表等の追加情
報に記載のとおりであります。

（繰延資産の処理方法） （繰延資産の処理方法）

　新株発行費

　　支出時に全額費用処理しております。

　　なお、当事業年度における新株発行費の概要は、連結

　財務諸表等の追加情報に記載のとおりであります。

第74期

自   平成15年4月  1日

至   平成16年3月31日

第75期

自   平成16年4月  1日

至   平成17年3月31日
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注記事項

（貸借対照表関係）

＊1 授権株式数及び発行済株式総数 ＊1 授権株式数及び発行済株式総数

　授権株式数　　　　　　普通株式 45,000,000 株 　授権株式数　　　　　　普通株式 45,000,000 株

　発行済株式総数　　　普通株式 15,412,760 株 　発行済株式総数　　　普通株式 17,312,760 株

＊2 自己株式 ＊2 自己株式

　当社が保有する自己株式の数は、普通株式13,753株 　当社が保有する自己株式の数は、普通株式13,753株

であります。 であります。

＊3 関係会社項目 ＊3 関係会社項目

　関係会社に対するものが次のとおり含まれております。 　関係会社に対するものが次のとおり含まれております。

　　売掛金 1,554,386 千円 　　売掛金 1,538,139 千円

　　買掛金 1,357,073 　　買掛金 1,548,907

4 配当制限 4 配当制限

第74期 第75期

（平成16年3月31日現在） （平成17年3月31日現在）

　商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価を付
したことにより増加した純資産額は532,104千円であります。

　商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価を付
したことにより増加した純資産額は669,594千円であります。
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（損益計算書関係）

＊1 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて ＊1 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。 おります。

　関係会社よりの賃貸収入 72,694 千円 　関係会社よりの賃貸収入 104,363 千円
　関係会社よりの受取配当金 35,623

＊2 ＊2
　製品サンプル見本費及び 　製品サンプル見本費及び
　試作費用等の販売費及び 20,437 千円 　試作費用等の販売費及び 106,062 千円
　一般管理費への振替高 　一般管理費への振替高

＊3 販売費及び一般管理費 ＊3 販売費及び一般管理費

   荷造・保管・運搬費 1,114,182 千円    荷造・保管・運搬費 1,251,984 千円
   従業員給料 1,129,447    従業員給料 1,167,860
   従業員賞与 217,388    従業員賞与 216,979
   賞与引当金繰入額 215,418    賞与引当金繰入額 248,619
   福利厚生費 374,450    福利厚生費 367,277
   旅費交通費 347,518    旅費交通費 368,790
   退職給付引当金繰入額 143,717    退職給付引当金繰入額 152,345
   役員退職引当金繰入額 23,767    役員退職引当金繰入額 46,143
　 研究開発費 939,336 　 研究開発費 1,046,252
 　減価償却費 32,782  　減価償却費 29,877

4 研究開発費の総額 4 研究開発費の総額

939,336 千円 1,046,252 千円

＊5 固定資産除却損の内訳 ＊5 固定資産除却損の内訳
　建物 5,094 千円 　建物 29,825 千円
　構築物 635 　構築物 42,264
　機械装置 41,121 　機械装置 130,529
　車両運搬具 672 　車両運搬具 852
　工具器具備品 6,445 　工具器具備品 23,646

計 53,969 千円       小　計 227,117 千円
　撤去費用 9,450 千円
      計 236,568 千円

＊6 固定資産売却損の内訳 ＊6 固定資産売却損の内訳
　機械装置 305 千円 　機械装置 40,355
　車両運搬具 4,409   工具器具備品 760

計 4,714 千円 計 41,116 千円

＊7 会員権評価損は預託金に対する貸倒引当金繰入額 ＊7 会員権評価損には預託金に対する貸倒引当金繰入額
であります。 550千円が含まれております。

   一般管理費及び当期製造
費用に含まれる額

   一般管理費及び当期製造
費用に含まれる額

　販売費に属する費用のおおよその割合は55％、一般管
理費に属する費用のおおよその割合は45％であります。

　販売費に属する費用のおおよその割合は58％、一般管
理費に属する費用のおおよその割合は42％であります。

至   平成16年3月31日 至   平成17年3月31日

他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

第74期 第75期

自   平成15年4月  1日 自   平成16年4月  1日

 
 
①　リース取引

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

 
②　有価証券

前事業年度（自　平成15年4月1日　至　平成16年3月31日）及び当事業年度（自　平成16年4月1日　至　平成17年3月31日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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③　税効果会計

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の 1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 内訳

（繰延税金資産） （繰延税金資産）

　賞与引当金 244,140 千円 　賞与引当金 213,215 千円

　退職給付引当金 961,525 　退職給付引当金 950,108

　役員退職引当金 80,634 　役員退職引当金 64,287

　その他 143,303 　その他 90,159

繰延税金資産小計 1,429,603 千円 繰延税金資産小計 1,317,770 千円

　評価性引当額 △ 16,338 　評価性引当額 △ 16,739

繰延税金資産合計 1,413,264 千円 繰延税金資産合計 1,301,030 千円

（繰延税金負債） （繰延税金負債）

　固定資産圧縮積立金等 △ 194,467 千円 　固定資産圧縮積立金等 △ 174,541 千円

　その他有価証券評価差額金 △ 365,053 　その他有価証券評価差額金 △ 459,379

繰延税金負債合計 △ 559,520 千円 繰延税金負債合計 △ 633,921 千円

繰延税金資産の純額 853,743 千円 繰延税金資産の純額 667,108 千円

　当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借対照表 　当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借対照表

の以下の項目に含まれております。 の以下の項目に含まれております。

　　流動資産　・・・　繰延税金資産 361,043 千円 　　流動資産　・・・　繰延税金資産 273,288 千円

　　固定資産　・・・　繰延税金資産 492,700 　　固定資産　・・・　繰延税金資産 393,820

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率 ２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳 との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 42.05 ％ 法定実効税率 40.69 ％

（調整） （調整）

　交際費等永久に損金に算入 　交際費等永久に損金に算入

　　されない項目 　　されない項目

　受取配当金等永久に益金に算入 　受取配当金等永久に益金に算入

　　されない項目 　　されない項目

　住民税均等割 1.52 　住民税均等割 1.86

　同族会社の留保金課税 3.37 　同族会社の留保金課税 0.22

　法人税額の特別控除額 △ 5.90 　法人税額の特別控除額 △ 5.56

　繰延税金資産未計上将来減算 　繰延税金資産未計上将来減算

　　一時差異 　　一時差異

　税率変更による期末繰延税金 　その他 △ 0.48

　　資産の減額修正 税効果会計適用後の法人税等の

　評価性引当額の解消額 △ 2.64 負担率

　その他 △ 0.71

税効果会計適用後の法人税等の

負担率
39.12 ％

△ 1.18

0.01

0.81

2.451.79 ％

第74期 第75期

（平成16年3月31日　現在） （平成17年3月31日　現在）

％

△ 1.21

0.02

37.99 ％

 

 
 
 

 40



（1株当たり情報）

1株当たり純資産額 1,257.30 円 1株当たり純資産額 1,280.61 円

1株当たり当期純利益金額 67.66 円 1株当たり当期純利益金額 53.37 円

至　平成17年3月31日

　なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

至　平成16年3月31日

第74期 第75期

自　平成15年4月 1日 自　平成16年4月 1日

 

 

（注） 　1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　当期純利益（千円）

　普通株主に帰属しない金額（千円）

　　　（うち利益処分による役員賞与金）

　普通株式に係る当期純利益（千円）

　期中平均株式数（千株）

(29,500)

1,041,896

15,399

第75期

自　平成16年4月 1日

至　平成17年3月31日

第74期

自　平成15年4月 1日

至　平成16年3月31日

900,176

23,800

(23,800)

876,376

16,422

1,071,396

29,500
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7.　役員の異動

（平成17年5月20日 取締役会）

（１）代表者の異動

該当事項はありません。

（２）その他の役員の異動　（平成17年6月28日付予定）

①　退任予定取締役

　　　　取締役 （  ﾋｭｰﾏﾝﾘｿｰｽｾﾝﾀｰ長 ）　　　畑　山　恒　之　　　（ 顧問 就任予定 )

以　　上
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